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１．物質に関する基本的事項 

（1） 分子式・分子量・構造式 

物質名： アジピン酸ジ-2-エチルヘキシル 
（別の呼称：ビス-(2-エチルヘキシル)アジぺート、アジピン酸ビス-2-エチルヘキシル、

アジピン酸ジオクチル、DOA、DEHA） 
CAS 番号：103-23-1 
分子式：C22H42O4 
分子量：370.57 
構造式： 

  

（2） 物理化学的性状  

本物質は、無色に近い粘稠液体であり 1) 、微かな臭気を有する 2) 。 
融点 -67.8 ℃ 3)  

沸点 214 ℃（5 mmHg）3)  

比重 0.922（25 ℃）3)  

蒸気圧 8.5×10-7 mmHg（20 ℃）4)  

換算係数 1 ppm = 15.1 mg/m3 at 25 ℃, 気体（計算値） 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(logPow) 8.1（計算値）5)  

加水分解性 
2-エチルヘキサノール l と 1,6-ヘキサジカルボン酸と

にアルカリ加水分解される。推定半減期は 120 日（pH 
8）6)  

解離定数 水存在下で解離する基をもたない 7)  

水溶性 0.78 mg/L（22 ℃）4)  

（3） 環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性および濃縮性は次の通りである。 

分解性 
好気的：活性汚泥処理 (35 日)での完全分解率（CO2発生率）94% 4)  
嫌気的：報告は見当たらない 
非生物的： 
（OH ラジカルとの反応性）：大気中半減期 0.63 日（OH ラジカル濃度 5×105/cm3と

して計算）8)  
（直接光分解）：波長 290nm を超える光を吸収するので、環境中で起きる可能性が

ある 9)  
BOD から算出した分解度： 

71%（試験期間：28 日、被験物質：100 mg/L、活性汚泥：30 mg/L）10)  

［２］ アジピン酸ジ-2-エチルヘキシル 
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濃縮性 
濃縮係数（BCF）：27（ブルーギル、全身、28 日、0.25 mg/L）4)  

 

（4） 製造輸入量及び用途 11)  

① 生産量・輸入量等 

アジピン酸系可塑剤の平成 12 年における国内生産量は、28,574t であった。国内流通量の

目安としてアジピン酸系可塑剤の国内生産量の推移を下図に示した。 

 
 

 
 
 
 
 
 

② 用 途 

本物質の主な用途は、塩化ビニルに対する可塑剤（耐寒、耐光、耐熱性）である。 
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２．暴露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や、水生生物の生存・生育を

確保する観点から、実測データをもとに基本的には特定の排出源の影響を受けていない一般

環境等からの暴露を評価することとし、安全側に立った評価の観点からその大部分がカバー

される高濃度側のデータによって暴露量の評価を行った。原則として統計的検定の実施を含

めデータの信頼性を確認した上で最大濃度を評価に用いている。 

（1） 環境中分布の予測 

本物質の環境中の分布について、各環境媒体間への移行量の比率を EUSES モデルを用いて

算出した結果を表 2.1 に示す。なお、モデル計算においては、面積 2,400 km2、人口約 800 万

人のモデル地域を設定して予測を行った 1)。 
 

表 2.1 各媒体間の分布予測結果 
 分布量(％) 

 大   気 
 水   質   
 土   壌 
 底   質 

     0.01 
     0.1 
     1.7 
    98.1 

 

（2） 各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。各媒体ごとにデータの信頼性が確

認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2
に示す。 
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表 2.2 各媒体中の存在状況 

媒体 
幾何 

平均値 

算術 

平均値

最小値 最大値 検出 

下限値

検出率 調査 

地域 

測定年 文献

 

一般環境大気           µg/m3 

 

 

室内空気                µg/m3 

 

食物                    µg/g 

 

飲料水                  µg/L 

 

 

地下水                  µg/L 

 

 

 

土壌                    µg/g 

 

公共用水域・淡水       µg/L 

 

 

           

公共用水域・海水       µg/L 

 

 

 

底質(公共用水域・淡水) µg/kg 

 

 

           

底質(公共用水域・海水) µg/kg 

 

 

 

0.0030 

0.0017 

 

0.012 

 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<10 

<10 

<10 

 

<10 

<10 

<10 

 

0.0035

0.0021

 

0.021 

 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<0.01 

<0.01 

<0.01 

 

<10 

<10 

<10 

 

<10 

<10 

<10 

 

<0.00074

<0.00058

 

<0.001

 

<0.01 

 

 

<0.01 

 

<0.01 

 

 

 

 

 

<0.01  

<0.01 

 

 

<0.01 

 

 

 

<10 

<10 

<10 

 

 

 

 

 

0.0053

0.021 

 

0.27 

 

0.027 

 

 

0.02 

 

0.03 

 

 

 

 

 

0.19 

0.03 

 

 

0.03 

 

 

 

17 

38 

34 

 

 

 

 

0.00074

0.00058

 

0.001 

 

0.01 

 

0.01 

0.01 

 

0.01 

0.01 

0.01 

 

0.01 

 

0.01 

0.01 

0.01 

 

0.01 

0.01 

0.01 

 

10 

10 

10 

 

10 

10 

10 

 

18/20 

134/172 

 

181/186 

 

9/27 

 

0/9 

2/42 

 

1/24 

0/24 

0/23 

 

0/94 

 

9/130 

12/130 

0/130 

 

2/17 

0/17 

0/17 

 

1/37 

1/37 

5/36 

 

0/11 

0/11 

0/12 

 

全国 

全国 

 

全国 

 

全国 

 

全国 

全国 

 

全国 

全国 

全国 

 

全国 

 

全国 

全国 

全国 

 

全国 

全国 

全国 

 

全国 

全国 

全国 

 

全国 

全国 

全国 

 

1999

1998

 

2001

 

1999

 

2000

1999

 

2001

2000

1999

 

1998

 

2001

2000

1999

 

2001

2000

1999

 

2001

2000

1999

 

2001

2000

1999

 

2 

3 

 

4 

 

5 

 

6 

6 

 

7 

8 

9 

 

10

 

7 

8 

9 

 

7 

8 

9 

 

7 

8 

9 

 

7 

8 

9 

注）1）検出下限値の欄において、斜体で示されている値は、定量下限値として報告されて

いる値を示す。 
    2）我が国の下水処理場放流水において、最大値 0.15 µg/L の報告がある(1998)11)。 

（3） 人に対する暴露の推定（一日暴露量の予測最大量） 

一般環境大気、水（飲料水及び地下水）、食物及び土壌の実測値を用いて、人に対する暴露

の推定を行った（表 2.3）。なお、一般環境大気及び地下水については、広範に測定されてい

る年度のデータを採用している。化学物質の人による一日暴露量の算出に際しては、人の１

日の呼吸量、飲水量、食事量及び土壌摂取量をそれぞれ 15 m3、2 L、2,000 g 及び 0.15 g と仮
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定し、体重を 50 kg と仮定している。 
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表 2.3 各媒体中濃度と一日暴露量 
 媒 体 濃   度 一 日 暴 露 量 

 
 
 
 
平 
 
 
均 
 
 
 

大 気 
 一般環境大気 
 室内空気 
 
水 質 
 飲料水 
 地下水 
 公共用水域・淡水 
 
食 物 
 
土 壌 

 
0.0017 µg/m3程度 (1998) 
0.012 µg/m3 程度 (2001) 
 
 
0.01 µg/L 未満 (1999) 
0.01 µg/L 未満 (2001) 
0.01 µg/L 未満 (2001) 
 
0.01 µg/g 未満 (1999) 
 
0.01 µg/g 未満 (1998) 

 
0.00051 µg/kg/day 程度 
0.0036 µg/kg/day 程度 
 
 
0.0004 µg/kg/day 未満 
0.0004 µg/kg/day 未満 
0.0004 µg/kg/day 未満 
 
0.4 µg/kg/day 未満 
 
0.00003 µg/kg/day 未満 

 
 
 
最 
大 
値 
等 

大 気 
 一般環境大気 
 室内空気 
 
水 質 
 飲料水 
 地下水 
 公共用水域・淡水 
 
食 物 
 
土 壌 

 
0.021 µg/m3 程度 (1998) 
0.27 µg/m3程度 (2001) 
［0.050 µg/m3程度］ 
 
0.02 µg/L 程度 (1999) 
0.03 µg/L 程度 (2001) 
0.19 µg/L 程度 (2001) 
［0.01 µg/L 程度］ 
0.027 µg/g 程度(1999)  
 
0.01 µg/g 未満 (1998) 

 
0.0063 µg/kg/day 程度 
0.081 µg/kg/day 程度 
［0.015 µg/kg/day 程度］ 
 
0.0008 µg/kg/day 程度 
0.0012 µg/kg/day 程度 
0.0076 µg/L 程度  
［0.0004 µg/L 程度 ］ 
1.08 µg/kg/day 程度 
 
0.00003 µg/kg/day 未満 

注：［ ］内の数値は、実測値の 95 パーセンタイル値を示す。 
 
人の一日暴露量の集計結果を表 2.4 に示す。吸入暴露の一日暴露量の予測最大量は、一般

環境大気の濃度に終日暴露されるという前提では 0.0063 µg/kg/day 程度（濃度としては 0.021 
µg/m3程度）であり、室内空気の場合は 0.081 µg/kg/day 程度（濃度としては 0.027 µg/m3程度）

であった。 
経口暴露による一日暴露量の予測最大量は、飲料水を摂取すると仮定した場合は 1.1 

µg/kg/day であり、井戸水（地下水）を常時摂取すると仮定した場合も同様に 1.1 µg/kg/day で

あった。 
総暴露量を一般環境大気、飲料水、食物及び土壌のデータから推定すると、一日暴露量の

予測最大量は 1.1 µg/kg/day であった。 
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表 2.4 人の一日暴露量 
平   均 予 測 最 大 量   

暴露量(µg/kg/day) 暴露量(µg/kg/day) 
 一般環境大気      0.00051        0.0063   大気 

 室内空気      0.0036        0.081 
 飲料水      0.0004      0.0008 
 地下水      0.0004       0.0012 

 
  水質 

 公共用水域・淡水     (0.0004)     （0.0076） 

  食物      0.4       1.08 
  土壌      0.00003       0.00003 

ケース１      0.40043     1.0808+0.00003   経口暴露量合計注 2 

ケース２      0.000415     1.0812+0.00003 
  総暴露量注 3   0.00051+0.40043     1.0871+0.00003 

注：1）アンダーラインは不検出データによる暴露量を示す。 
     2）経口暴露量合計（ケース１）は、飲料水を摂取していると仮定して算出したもの。 
        経口暴露量合計（ケース２）は、地下水を摂取していると仮定して算出したもの。 
     3）総暴露量は、吸入暴露として一般環境大気、経口暴露としてケース１を用いて算定したものである。 
     4）（ ）内の数字は経口暴露量合計の算出に用いていない。 

（4） 水生生物に対する暴露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する暴露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡

水域では 0.19 µg/L 程度、同海水域では 0.03 µg/L 程度となった。 
 

表 2.5 水質中の濃度 
平    均 最 大 値 等 媒 体 

濃    度 濃   度 

水 質 
  公共用水域・淡水

 
  公共用水域・海水

 
0.01 µg/L 未満(2001) 
 
0.01 µg/L 未満(2001) 

               
0.19 µg/L 程度［0.01 µg/L 程度］

(2001) 
0.03 µg/L 程度(2001) 

注：1）［ ］内の数値は、実測値の 95 パーセンタイル値を示す。 
      2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 

 

 



２ アジピン酸ジ-2-エチルヘキシル 

 23

３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響（内分泌かく乱作用に関する

ものを除く）についてのリスク評価を行った。 

（1） 一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 1)  

表 3.1 急性毒性 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口    LD50  9,100 mg/kg 
マウス 経口    LD50  15,000 mg/kg 
ウサギ 経皮    LD50     16 ml/kg 

 

本物質の急性毒性は極めて低く、動物実験では目や皮膚への刺激性はなく、モルモットの

実験では感作性も認められていない 2) 。 

② 中・長期毒性 

ア）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラットに 0、100、200、
400、700、1,500 mg/kg/day、マウスに 0、400、700、1,300、2,800、7,000 mg/kg/day を 13 週

間混餌投与した結果、ラットでは 700 mg/kg/day 以上の群で、マウスでは 2,800 mg/kg/day
以上の群で体重増加の抑制がみられた以外には影響を認めなかった 3) 。 

イ）Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラット雄に 0、697、1,509 
mg/kg/day、雌に 0、860、1,674 mg/kg/day、マウス雄に 0、2,659、6,447 mg/kg/day、雌に 0、
3,222、8,623 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、両種とも用量に依存した体重増加の抑

制がみられた。ラットではネフローゼなどの発生もみられたが、用量に依存したものでは

なかった 3) 。この結果から、緩やかな体重増加の抑制を考慮して、NOAEL はラットで 697 
mg /kg/day、マウスで 2,659 mg/kg/day であった。 

ウ）Fischer 344 ラット雄 8 匹を 1 群とし、0、20,000 mg/kg を 3 週間混餌投与した結果、20,000 
mg/kg 群で肝臓重量の増加、低脂血症、肝臓のペルオキシゾームの増生がみられた 4，5) 。 

③ 生殖・発生毒性 

Wistar ラット雄 15 匹、雌 30 匹を 1 群とし、0、28、170、1,080 mg/kg/day を交尾前 10 週か

ら出生後 36 日まで混餌投与した一世代試験の結果、生殖能力及び妊娠期間への影響はみられ

なかったが、1,080 mg/kg/day 群では妊娠期間中の母ラットで体重増加の抑制、雌雄の親ラッ

トで肝臓重量の増加、出生仔の体重増加の抑制、胎仔の体重及び体長の低下がみられた 6) 。 
Wistar ラット雌 24 匹を 1 群とし、0、28、170、1,080 mg/kg/day を妊娠 1 日目から 22 日目

まで混餌投与した結果、170 mg/kg/day 以上の群の胎仔に用量に依存した尿管奇形（拡張、ね

じれ）を認め、軽度ではあるが用量に依存した骨格異常もみられたが、28 mg/kg/day 群では、

胎仔への影響はなかった。この結果から、NOAEL は 28 mg/kg/day であった 7，8) 。 

④ ヒトへの影響 

慢性影響の報告はない。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

肉の包装作業に従事する 685 人の労働者を対象にした調査では、平均 11.7 mg/m3 から

14.6mg/m3 の暴露を受けており、喘息やアレルギーを患った労働者ではそれらの症状が酷く

なるようであったが、詳細については不明であった 9) 。 

（2） 発がん性 

① 発がん性に関する知見の概要 

Fischer 344 ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、ラット雄に 0、697、1,509 
mg/kg/day、雌に 0、860、1,674 mg/kg/day、マウス雄に 0、2,659、6,447 mg/kg/day、雌に 0、
3,222、8,623 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、ラットでは腫瘍発生率の増加はみられな

かったが、マウスでは 3,222 mg/kg/day 以上の群の雌で肝細胞がん、6,447 mg/kg/day 群の雄で

肝細胞腺腫の発生率の有意な増加を認めた 3，10，11) 。 
復帰突然変異試験では、ネズミチフス菌あるいは大腸菌に対する本物質の変異原性は代謝

活性化系の有無に関わらず陰性と報告されている 12，13，14) 。また、マウスリンパ腫細胞を用

いた突然変異試験では代謝活性化系の有無に関わらず陰性、ラット肝細胞の DNA 修復試験や

マウス小核試験でも陰性と報告されている 12) 。 

② 発がんリスク評価の必要性 

実験動物では発がん性について限られた証拠しかなく、ヒトでの発がん性に関してはデー

タがないため、IARC の評価では 3（ヒトに対する発がん性については分類できない）に分類

されている 15) 。このため、現時点では発がん性に関する評価を行う必要はない。 

（3） 無毒性量（NOAEL）等の設定 

経口暴露については、ラットの生殖・発生毒性試験から得られた NOAEL 28 mg/kg/day（胎

仔の尿管奇形、骨格異常など）が信頼性のある最小値であることから同値を採用し、無毒性

量等として設定する。 
吸入暴露については、信頼性のあるデータが得られなかった。 

（4） 健康リスクの初期評価結果 

表 3.2 健康リスクの初期評価結果 
暴露量 

暴露経路 
平均値 予測最大量 

無毒性量等 MOE 

飲料水 0.40 µg/kg/day 未満 1.1 µg/kg/day 2,500 
経口 

地下水 0.40 µg/kg/day 未満 1.1 µg/kg/day 
28 mg/kg/day ラット 

2,500 
環境大気 0.0017 µg/m3 0.021 µg/m3 － 

吸入 
室内空気 0.012 µg/m3 0.27 µg/m3 

－ － 
－ 

注：飲料水、地下水とは、経口暴露量のうち、水からの暴露量を求める際に用いた媒体を示す。 

 
 
 
 
経口暴露については、飲料水を摂取すると仮定した場合及び井戸水（地下水）を常時摂取
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すると仮定した場合ともに、暴露量は平均値で 0.40 µg/kg/day 未満、予測最大量で 1.1 µg/kg/day
であった。動物実験結果より設定された無毒性量等 28 mg/kg/day と予測最大量から求めた

MOE（Margin of Exposure）は 2,500 となるため、経口暴露による健康リスクについては現時

点では作業は必要ないと考えられる。 

 
 



２ アジピン酸ジ-2-エチルヘキシル 

 26

４．生態リスクの初期評価 

生態リスクの初期評価として、水生生物に対する化学物質の影響（内分泌撹乱作用に関す

るものを除く）についてのリスク評価を行った。 

（1） 生態毒性の概要 

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見の収集を行い、その信頼性を確認したも

のについて生物群、毒性分類別に整理すると表 4.1 のとおりとなる。 
 

表 4.1 生態毒性の概要 
信頼性 

生物種 急性 慢性 毒性値
[µg/L] 生物名 ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ

/影響内容 
暴露期間

[日] a b c 
Ref. No.

藻類  ○ 50,000 Selenastrum capricornutum NOEC  BMS 3 ○   環境庁

  ○ 50,000 Selenastrum capricornutum NOEC  GRO 3 ○   環境庁

 ○  >50,000 Selenastrum capricornutum EC50   BMS 3 ○   環境庁

 ○  >50,000 Selenastrum capricornutum EC50    GRO 3 ○   環境庁

  ○ >78,000 Selenastrum capricornutum NOEC 4  ○  12260
 ○  >78,000 Selenastrum capricornutum EC50 4  ○  12260

甲殻類  ○ 24-52 Daphnia magna MATC  
GRO 21 ○   12260

  ○ 24-52 Daphnia magna MATC  
MOR 21 ○   12260

  ○ 24-52 Daphnia magna MATC  REP 21 ○   12260
  ○ 52 Daphnia magna NOEC  REP 21 ○   12260
 ○  660 Daphnia magna EC50   IMM 2 ○   12260
  ○ 14,000 Daphnia magna NOEC  REP 21 ○   環境庁

 ○  >50,000 Daphnia magna EC50   IMM 2 ○   環境庁

魚類 ○  >50,000 Oryzias latipes LC50   MOR 4 ○   環境庁

 ○  >78,000 Pimephales promelas LC50   MOR 4   ○ 12260
 ○  >78,000 Oncorhynchus mykiss LC50   MOR 4   ○ 12260

その他 － － － － － － － － － － 
太字の毒性値は、PNEC 算出の際に参照した知見として本文で言及したもの、下線を付した毒性値は PNEC 算出

の根拠として採用されたものを示す。 
信頼性）ａ：毒性値は信頼できる値である、ｂ：ある程度信頼できる値である、 
    ｃ：毒性値の信頼性は低いあるいは不明 

ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）EC50（Median Effective Concentration）: 半数影響濃度、LC50（Median Lethal Concentration）: 

半数致死濃度、MATC（Maximum Acceptable Toxicant Concentration）: 最高許容濃度、NOEC（No Observed 
Effect Concentration）: 無影響濃度 

影響内容）BMS（Biomass）: 生物現存量、GRO（Growth）: 生長（植物）、成長（動物）、IMM（Immobilization）: 
遊泳阻害、MOR（Mortality）: 死亡、REP（Reproduction）: 繁殖、再生産 

（2） 予測無影響濃度（PNEC）の設定 

急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞれについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の

最も低いものを整理し、そのうち最も低い値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適

用することにより、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 
急性毒性値については、藻類では Selenastrum capricornutum に対する生長阻害の 72 時間半

数影響濃度（EC50）が 50,000µg/L 超、甲殻類では Daphnia magna に対する 48 時間遊泳阻害

濃度（EC50）が 660µg/L、魚類では Oryzias latipes に対する 96 時間半数致死濃度（LC50）が

50,000µg/L 超であった。急性毒性値について３生物群（藻類、甲殻類及び魚類）の信頼でき

る知見が得られたため、アセスメント係数として 100 を用いることとし、上記の毒性値のう

ち最も低い値（甲殻類の 660 µg/L）にこれを適用することにより、急性毒性値による PNEC
として 6.6 µg/L が得られた。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

慢性毒性値については、藻類では Selenastrum capricornutum に対する生長阻害の 96 時間無

影響濃度（NOEC）が 50,000µg/L、甲殻類では Daphnia magna の繁殖阻害の 21 日間無影響濃

度（NOEC）が 52 µg/L であった。慢性毒性値について 2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼で

きる知見が得られたため、アセスメント係数として 100 を用いることとし、上記のうち最も

低い値（甲殻類の 52 µg/L）にこれを適用することにより、慢性毒性値による PNEC として

0.52 µg/L が得られた。 
本物質の PNEC としては、以上により求められた PNEC のうち低い値である、甲殻類の慢

性毒性値をアセスメント係数 100 で除した 0.52 µg/L を採用する。 

（3） 生態リスクの初期評価結果 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

媒体 平均濃度 最大値[95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値] 
濃度（PEC） 

PNEC PEC/ 
PNEC 比

公共用水域・淡水域 0.01µg/L 未満(2001) 0.19µg/L 程度［0.01µg/L
程度］(2001) 

 0.4 水

質 
公共用水域・海水域 0.01µg/L 未満(2001) 0.03µg/L 程度(2001) 

0.52 
µg/L 

 0.06 
 注：1）環境中濃度での［ ］内の数値は、実測値の 95 パーセンタイル値を示す。 
     2）環境中濃度での（  ）内の数値は測点年を示す。 

     3）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 

 
 
 
 
本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域・海水域ともに 0.01µg/L 未

満で検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度（PEC）は、

淡水域で 0.19µg/L 程度、海水域は 0.03µg/L 程度であった。 
予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、淡水域では 0.4 となり、情報

収集に努める必要があると考えられ、引き続き環境中濃度の変動に留意する。海水域ではこ

の比が 0.06 となるため、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
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